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1．はじめに

本記事は，Kojima et al. (2025) の論文1)の解説である。詳細および付属資料については，参考文献を参照さ

れたい。特に，紙幅の関係から後述する事前分布および更新1回目の尤度の設定方法や感度解析については省略

するとともに，推計に用いたパラメータや結果についてはFlangeのみを例示した。 
温室効果ガス（GHG）の排出抑制は国内外ともに喫緊の課題であり，産業活動のなかで環境と調和しつつ対

策が求められている。この潮流は船舶運航においても例外ではなく，国際海事機関（International Maritime 
Organization，以下IMO）は当初2100年までの外航船におけるゼロエミッションの達成を目指していた2)が，

2023年にこの目標は2050年に繰り上げられた3)。外航船に使用される燃料は歴史的に重油が主流であったが，

近年，液化天然ガス（Liquefied Natural Gas，以下LNG）やメタノールなど，GHG排出量が少ないとされる

代替燃料の使用が増加している4)。

アンモニアは，日本の経済産業省が関係省庁と連携して策定した「2050年カーボンニュートラルに伴うグ

リーン成長戦略」5)において，水素社会への移行期で主力となる脱炭素燃料と位置付けられている。船舶におけ

るアンモニアの燃料利用も実行可能な選択肢の一つとして，ますます注目されつつある（6) 7) 8)など）。上述した

LNGやメタノール等の代替燃料と比較した際のアンモニアの利点として，高い重量エネルギー密度と体積エネ

ルギー密度，そして全世界で1.5億トン／年の生産量（2019年）9)を支える既存の保管・運輸インフラとの互換

性10)があげられる。また，アンモニアは大気圧で容易に液化でき，可燃性範囲が狭いといった物理的特性から

実用的である。2050年までに，アンモニアは船舶燃料需要全体の約44％を占め3)，またアンモニア需要全体の

30％を占めると予測されている8)。一方でアンモニアは，劇物であり，一定の暴露レベルでは目を刺激し，呼吸

器を損傷する可能性がある11)。また，高強度鋼，亜鉛，銅，真鍮などの材料に応力腐食割れを引き起こす可能

性があげられる12)。

海上における人命の安全のための国際条約（The International Convention for the Safety of Life at Sea，以

下SOLAS13)）は，使用する液化ガス燃料の種類によらず船舶設計のためのリスク評価を要求しており，港湾と

海上両方の環境における，使用・貯蔵・バンカリング（燃料供給）における評価が必要とされる。

評価手法の一つに，定量的リスク評価（Quantitative Risk Assessment，以下QRA）が用いられることがあ

る。これは，事故時の被害の大きさとその起こる確率を見積もり（以下，それぞれ被害評価，確率評価とよぶ），

その積をリスクとして数値化するものである14)。LNG船に関しては，事例が多くみられ，エンジンルーム15)や

LNG浮体式生産貯蔵積出システム16)といった設備を対象とした事例から，フルボアイベントを含むLNG燃料タ

ンカー17)やLNG燃料鉱石・ばら積み貨物船18)といった船舶を対象とした事例などがあげられる。これらの事例

で用いられる漏えい頻度，あるいは事故確率や発生率などの主な情報源は，英国・Health and Safety
Executive（HSE）のHydrocarbon Release System（HCR）19) 20)，オランダ・Committee for the Prevention
of Disasters（CPR）のGuidelines for Quantitative Risk Assessment（いわゆる‘Purple book’）21)，または

国際石油・天然ガス生産者協会（IOGP）のデータベース22) 23)である。しかしながら，これらの情報源から得ら

れるデータはLNGやアンモニアには特化していない点に注意が必要である。

LNGと比較すると実施数は限られるものの，近年，アンモニア燃料のQRAも実施されつつある。特にアンモ

ニアのバンカリングに関連した事故やアンモニア拡散については懸念が大きく，港湾周辺でのリスク評価事例

が多くみられる（例えば24) 25)）。これらの評価の課題として，被害評価はアンモニアの特性を踏まえて実施され

ているものの，確率評価にはLNGや炭化水素燃料から推計した漏えい頻度が用いられており，アンモニア漏え

い事故の特徴が十分に反映されたQRAは限られていることが挙げられる。

その中で，Moon et al.26)は，液体アンモニアを輸送するタンカーにおけるアンモニア漏えい事故のデータを
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分析することで，船舶全体における潜在的なアンモニアの漏えい頻度を推定している。彼らは得られたアンモ

ニア漏えい頻度について，IOGPの漏えい頻度データと比較するなどの考察を行い，アンモニア燃料船のリスク

評価に適用できると結論づけている。ただし，漏えい径別あるいは機器別の漏えい頻度データが限られている

ことも指摘している。今後，アンモニア燃料船の増加が見込まれ，正確で信頼性の高いQRAが求められると予

想されることから，アンモニア燃料船のQRAに適用可能な機器別の漏えい頻度データを得ることが不可欠であ

ると考えた。 
以上から我々の研究ではアンモニアの特徴，およびアンモニア利用に用いられる機器の特徴を考慮して，ア

ンモニアの漏えい規模別・機器別の漏えい頻度（以下，漏えい頻度）を推定した。図1にアンモニア燃料船の漏

えい頻度を推定するための枠組みを示す。最初に，我々は，LaChance et al.27), Groth et al.28)，および木原ら

29)の手法を参考にベイズ更新モデルを開発した。更新1回目ではDavies and Fort30)から入手したLNG燃料船の

漏えい頻度データを取り込んだ。また，更新2回目では，日本の高圧ガス事故事例データベース（DB）31)にお

ける57年間にわたる18,945件の事故事例からアンモニア利用施設における漏えい頻度データを作成し，これを

尤度として取り込んだ。2回目のベイズ更新の結果，アンモニア燃料船におけるアンモニア燃料船における漏え

い頻度が推定された。結果の不確実性に関する検討として，尤度に対する感度解析を実施した。 

 
図1 アンモニア燃料船におけるアンモニア漏洩頻度推計の枠組み 

2．手法 

2.1 ベイズの定理 

ベイズの定理から導かれる基本式は(1)のように表される29)。 

事後分布 ∝尤度 ×事前分布 (1) 

事後分布は尤度と事前分布の積に比例する。事前分布は，客観的な情報から導出される場合もあれば，専門

家の経験や判断などの主観的な情報に基づいて仮定される場合も，また無情報の分布として一様分布などを仮

定される場合もある。そして，尤度として新しい証拠やデータを取り込むことで，事後分布が推定できる。さ

らに，この事後分布を新たな事前分布として使用し，追加収集したデータを尤度として取り込み，新たな事後

分布を推定する，という反復プロセスがベイズ更新として知られている。 
ベイズ更新の長所は，複数の情報源からのデータを組み合わせられる点，新たな証拠やデータを継続的に取

り込むことで信頼性を高められる点である。そのため，燃料アンモニアのように，経験的モデルによる予測が

困難で，データが不足しがちな分野においても，一定の客観性・再現性のある確率分布を導出する目的で活用

されている。 
2.2 FLAを用いた階層ベイズモデルの構築と実装 

当論文では，米国・Sandia National Laboratory（以下，SNL）で開発された27) 28)，水素充填施設における

漏えい頻度推定モデルを参考とした。 
まず，このモデルの概念について整理する。SNLは(2)に示すように，漏えい頻度（Leak frequency; LF。単

位は回／年）と配管等の機器断面積に対する漏えい面積の割合（Fractional leak area，以下FLA）の対数が線

形関係にある，という仮定から出発している。この仮定は，規模の大きな漏えいは発生頻度が低く，反対に規

高圧ガス事故事例データベース31) から
抽出したアンモニア漏えい事故データ

結結果果：：アンモニア燃料船における
漏えい規模別・機器別漏えい頻度

LNG燃料船のデータにおける
漏えい規模別・機器別の漏えい頻度

（Davies and Fort 30))

尤度（更新1回目）

尤度（更新2回目）

ベイズ更新を利用したモデル構築

日本国内の陸上アンモニア施設に
おける漏えい規模別・機器別漏えい頻度

モデルおよび事前分布

事後分布＝2回目の更新の事前分布
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模が小さい漏えいは高頻度で発生するという直感とも整合的である。また，化学処理，圧縮ガス，原子力発電

所，および海洋石油産業における事故データを分析した結果を根拠として導出されており，その他の既往研究

でも同様の傾向が確認されている（例えば，Spouge32), IOGP22)）。 
モデル式について，(2)の両辺の値の対数を取ることで(3)に，また(3)の切片を定数に置換し，底の変換を行う

ことで(4)に簡略化できる。底の変換により表1に示すFLAの大きさが，-4，-3，-2，-1，0と負の整数に換算さ

れるため，理解が容易である。次に，SNLは表1に示す5つにカテゴリ化した漏えい規模𝐼𝐼に対応する𝐿𝐿𝐿𝐿�𝐼𝐼�の対

数が(5)の正規分布に従うと仮定した。 
ここでカテゴリ化を行う理由は，モデルに取り込むための各データの情報源で報告される漏えい規模が一貫

しないためである。つまり，漏えい規模を連続的に扱うと，ある漏えい規模の事故がデータベース中に1件しか

ない場合が多数生じてしまい，結果的に尤度となる確率データを作成できず，ベイズ推定が実行できなくなる。

これを避けるために，同等の漏えい規模と判断できる事故を集め，その漏えい頻度を算出する手続きを用意し

ている。筆者らが2.6.2で実施した漏えい規模の分類作業でも，事故の報告内容は多種多様であり，このカテゴ

リ化手続きが必要であることを強く認識した。 
モデル式の説明に戻ると，𝐿𝐿𝐿𝐿�𝐼𝐼�の対数が(5)の正規分布に従うとき，(2)は切片𝛼𝛼�と傾き𝛼𝛼�をもつ，対数線形

モデル（(6)）として記述できる。この時，(5)および(6)の推定すべきパラメータである𝛼𝛼�，𝛼𝛼�，𝜎𝜎������について

は自然共役分布を採用し，それぞれ(7)，(8)の正規分布，および(9)の逆ガンマ分布を仮定した。すなわち，

𝜇𝜇�����が𝛼𝛼�と𝛼𝛼�を変数とする分布を持ち，さらに𝛼𝛼�と𝛼𝛼�がそれぞれ分布を持つ，階層ベイズモデルを仮定した。 
以上の手続きにより，事故データから導出した様々な機器断面積と漏えい規模の組み合わせをFLAに換算し，

ベイズモデルに取り込むことで，漏えい頻度を推定できる。我々はここに，アンモニアの漏えい頻度を尤度と

して取り込むことで，アンモニア燃料船における漏えい頻度分布を推定するモデルとした。なお，SNLはベイ

ズ更新のためのツールとしてWinBUGS33)を利用しており，我々はRパッケージのjagsUI34)を利用した。 

𝐿𝐿𝐿𝐿 = 𝐴𝐴� × 𝐿𝐿𝐿𝐿𝐴𝐴�� (2) 
ln 𝐿𝐿𝐿𝐿 = log𝐴𝐴� + 𝐴𝐴� ∙ ln𝐿𝐿𝐿𝐿𝐴𝐴 (3) 
ln 𝐿𝐿𝐿𝐿 = 𝛼𝛼� + 𝛼𝛼� ∙ log�� 𝐿𝐿𝐿𝐿𝐴𝐴 (4) 

ln�𝐿𝐿𝐿𝐿�𝐼𝐼��~ ���𝐼𝐼𝐼𝐼��𝜇𝜇�����, 𝜎𝜎������� (5) 
𝜇𝜇����� = 𝛼𝛼� + 𝛼𝛼� ∙ log�� 𝐿𝐿𝐿𝐿𝐴𝐴� (6) 
𝛼𝛼�~ ���𝐼𝐼𝐼𝐼��𝜇𝜇��, 𝜎𝜎���� (7) 
𝛼𝛼�~ ���𝐼𝐼𝐼𝐼��𝜇𝜇��, 𝜎𝜎���� (8) 

𝜎𝜎������~ 𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼�𝐼𝐼�, 𝑏𝑏�� (9) 

𝐼𝐼：漏えい規模（表1）。 
𝐿𝐿𝐿𝐿�𝐼𝐼�：漏えい規模𝐼𝐼における漏えい頻度。 
𝐴𝐴�,𝐴𝐴�：FLAのパラメータ。 
𝛼𝛼�,𝛼𝛼�：log�� 𝐿𝐿𝐿𝐿𝐴𝐴および𝜇𝜇��の切片と傾き。 
𝜇𝜇�� , 𝜎𝜎���：正規分布を仮定した𝛼𝛼�の平均と分散。 
𝜇𝜇�� , 𝜎𝜎���：正規分布を仮定した𝛼𝛼�の平均と分散。 
𝜇𝜇�����：報告されている漏えい頻度の平均値。 
𝜎𝜎������：報告されている漏えい頻度の分散。 
𝐼𝐼� , 𝑏𝑏�：逆ガンマ分布を仮定した𝜎𝜎������の形状パラメータとスケールパラメータ。 

表1 漏えい規模とFLAのカテゴリの対応関係 

漏えい規模（𝐼𝐼） FLAa 
1 Very small 0.0001 
2 Minor 0.001 
3 Medium 0.01 
4 Major 0.1 
5 Rupture 1 
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a FLA： Fractional Leak Area。機器の断面積に対する漏えい面積の割合。例えば漏えい規模の区分Very 
smallは，断面積の0.0001（=0.01％）に相当する漏えい面積を指す。 

2.3 漏えい頻度推計の対象とした機器 

推定に必要な事前分布および2つの尤度について，それぞれの参照した出典内で報告されている機器の種類を

表2に示す。当論文では，3つの情報源全てで情報が得られる機器のみ，すなわち太字で示したFlanges, Joints, 
Pipes, Valves (actuated), Valves (manual)を漏えい頻度の推定対象とした。なお，コンプレッサーについては，

Davies and Fort30)は遠心式と往復式を区別しているが，LaChance et al.27)および高圧ガス事故事例DB31)では

区別しておらず，両者の機械的な違を考慮して対象外とした。 

表2 情報源ごとで報告される機器の種類とその対応関係 

事前分布： 
LaChance et al.27)より 

更新1回目で用いた尤度：

Davies and Fort30)より 
更新2回目で用いた尤度： 
高圧ガス事故事例DB31)より 

FFllaannggeess  FFllaannggeess  フフラランンジジ  
JJooiinnttss  IInnssttrruummeenntt  ccoonnnneeccttiioonnss  aa  ジジョョイインントト，，接接手手  
PPiippeess  PPiippeess  パパイイププ，，管管  
VVaallvveess  VVaallvveess  ((aaccttuuaatteedd))  ババルルブブ，，弁弁  

VVaallvveess  ((mmaannuuaall))  
Compressors Compressors (centrifugal) 圧縮機 

Compressors (reciprocating) 
Cylinders   
Filters   
Hoses  ホース 
 Pressure vessel   
 Refrigerated ambient 

pressure vessel 
 

Instruments - その他b 
※空欄部はその出典内において報告されていない機器である。 
a Davies and Fort30)では“Instrument connections include flanges within the given release frequency.”

と述べられている。以下，本記事では特に断らない限りJointと記す。 
b その他として貯槽，熱交換器，ポンプ，冷却器，計測機器などがある。 

2.4 事前分布 

更新1回目の事前分布については，化学処理，圧縮ガス，原子力発電所，海洋石油などの分野の事故データか

ら推定された一般機器の漏えい頻度27)を使用した。 
2.5 更新1回目の尤度：Davies and Fort30)におけるLNG燃料システムの漏えい頻度 

更新1回目では，Davies and Fort30)が推定したLNG燃料船における漏えい頻度を，表1のFLAに対応するよう

に変換し，これを尤度として取り込んだ。この漏えい頻度はLNG燃料船に関するリスク評価ガイドライン

（IGFコード）35)で参照されており，一定の信頼性がある。 
2.6 更新2回目の尤度：高圧ガス事故事例DB31)から推計した尤度 

2.6.1 アンモニア使用施設における規模別のアンモニア漏えい事故の抽出 

現在，アンモニア燃料船は研究・設計段階にあるため，事故事例やそのデータベースが存在しない。このよ

うな場合の代替データとして，陸上のアンモニア生産・消費施設のデータを使用することが考えられる12)。そ

こで当論文では，高圧ガス保安協会が管理する，高圧ガス事故事例DB31)を参照し，日本の陸上施設におけるア

ンモニアに関する漏えい事故から，尤度となる漏えい頻度を推定した。 
高圧ガス事故事例DBとは，高圧ガス保安法によってアンモニアを含む高圧ガスを扱う事業者に対して義務付

けられる事故報告18,945件（1965～2022年）が保存されているDBである。事故ごとに識別情報，時間，場所，

死傷者数，物質名，噴出や漏えいに関する情報（程度，部位など），原因，事故概要など計28項目が用意されて
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いる＊1。 
これらの18,945件の事故報告から物質欄や事故概要欄に「アンモニア」を含む927件を抽出した。次に，この

927件のうち，アンモニアの冷媒利用に関連する610件の記録＊2を除外した。除外理由は，冷媒利用するシステ

ムではアンモニアを消費，生産することなく閉鎖系として循環させるため36)，アンモニアを継続的に投入およ

び消費する燃焼システムと事故の特徴が異なると考えたためである。残った317件を，表2で評価対象として選

ばれた機器（Flanges, Joints, Pipes, Valves）に限定した結果，215件が抽出された。 
2.6.2 アンモニア漏えい事故に対する漏えい規模の設定 

得られた215件の事故の漏えい規模を図2のフローチャートに従い設定した。まず，漏えいの程度や部位に関

する情報から直接にFLAが計算できる事故は，そのFLAに応じて漏えい規模を設定した。次に，事故概要欄の

記述から判断が容易な事故を，RuptureとVery smallの規模に設定した。例えば，「破断」「切断」「破裂」など

の記述がある事故はRuptureを設定し，「わずかな」「通常運転を維持する」「安定した運転」などの記述がある

事故はVery smallを設定した。さらに，事故概要欄の記述や漏えいに関する情報から流量の推計を行える事故

は，その流量にしたがって漏えい規模を設定した。それ以外の事故事例は2人の研究者が別個に漏えい規模を判

断し，両者の判断が一致した場合にはその漏えい規模，一致しない場合には協議を経て漏えい規模を設定した。

ここまでの手順で109件に対して漏えい規模が設定できた。 
残る106件については，漏えい規模設定に必要な情報がほとんど，あるいは全く含まれていないため，ここま

でに設定したVery small, Minor, Medium, Majorの漏えい規模の事故件数に基づいて按分した。ここでRupture
に対して按分しない理由は，Ruptureに該当するような大規模事故は事項報告が詳細である一方で，それ以外

の事故報告は簡潔な場合が多いと判断したためである。また，ごく軽微な漏えいの一部は，検知されず報告も

されていない可能性があることを考慮し，Very smallは按分対象とした。得られた結果として表3に，按分前後

のアンモニア漏えい事故件数を示す。 

 
図2 DBから得られたアンモニア漏えい事故に対する漏えい規模設定のフローチャート 

表3 機器別漏えい規模別のアンモニア漏えい事故件数（Flangesの例） 

機器 
漏えい規模別事故件数 
 Very small Minor Medium Major Rupture Unknown 

Flanges 
按分前 14 1 1 0 1 18 
按分後 30 2 2 0 1  

                                                      
＊1 ただし，全項目が記載された事故は，18,945件のうち28件（0.1％）のみである。 
＊2 各事故報告において業種，設備区分，事故概要の項目欄に冷蔵，冷凍，製氷，食品，漁業，水産業の用語を含むものを

除外した。 

FFLLAA

抽出した事故事例

Yes

「「破破断断」」「「破破裂裂」」

「「微微量量」」「「定定常常運運転転」」
Yes

No

No

漏えい規模が「不明」の事例を，①～⑤までの設定の結果に応じて，Very small ～Major に按分する。

No

Yes

専専門門家家判判断断
Yes

No

「破裂」「亀裂」等の用語を
参考に漏えい規模を設定する。

① FLAが計算できる。

Very Small

Rupture② 事故概要の用語（破断，切断，破裂
など）からRuptureと判断できる。

③ 事故概要の用語（定常運転，微量
など）から Very Small と判断できる。

④ 事故概要の記述から
流量が推定できる。

漏えい規模FLA 
Very small0.0001
Minor0.001
Medium0.01
Major0.1
Rupture1

流流量量

漏えい規模流量（L/min）
Minor≦3.8
Medium≦189
Major189<

Yes

⑤ 事故概要の記述から専門家判断に
より漏えい規模が分類できる。

No
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2.6.3 事故件数から事故頻度（尤度）への換算 

2.6.2で推計した漏えい規模別の事故件数から，1年あたり1個あたり（Pipeでは1mあたり）の漏えい頻度に

推計するために，表3の按分後の漏えい件数事例を，推定される機器総数と総運転時間で除した。機器総数は，

施設数に施設あたりの平均機器数を乗じて推定する。 

𝐿𝐿𝐿𝐿�𝐼𝐼�� =
𝐿𝐿𝐿𝐿(𝐼𝐼)�

𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃 × 𝑁𝑁� × 𝑁𝑁�,� (10) 

𝐿𝐿𝐿𝐿(𝐼𝐼)�（件／年／個）：漏えい規模𝐼𝐼，機器𝑗𝑗における1年あたり1個あたりの漏えい頻度。 
𝐿𝐿𝐿𝐿(𝐼𝐼)�（件）：漏えい規模𝐼𝐼，機器𝑗𝑗におけるアンモニア漏えい事故の件数。 
𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃（年）：総運転時間。参照したDBの運用期間（1965～2022年）より57年とした。 
𝑁𝑁�（施設）：アンモニア利用施設の総数。 
𝑁𝑁�,�（個／施設）：アンモニア利用施設あたりの機器𝑗𝑗の数。 

アンモニア利用施設の総数（𝑁𝑁�），施設あたりの機器𝑗𝑗の数（𝑁𝑁�,�）について，高圧ガス事故事例DBや事業者

団体・国が整備する統計から直接得ることができなかったため，それぞれ参考文献の情報に基づき推定した。 
𝑁𝑁�について，鈴木37)は，日本の高圧ガス保安法に照らして第二種ガス類（アンモニアを含む）を扱う一般施

設数が，1996年3月時点で12,428施設，2015年3月時点で21,438施設であると報告している。また2.6.1で述べ

たように，全事故数18,945件に占めるアンモニア関連事故927件の割合は4.9％（＝927/18,945），冷媒用途以外

のアンモニア関連事故317件に限ると1.7％（＝317/18,945）の割合で発生すると推定した。これらの情報から，

アンモニア取扱施設数は211（≒12,428×1.7％）～1,050（≒21,438×4.9）の範囲にあると考え，1965年から

2022年のアンモニア利用施設数𝑁𝑁�を500と推定した。 
𝑁𝑁�,�について，国立研究開発法人産業技術総合研究所が設定した水素ガスに関する漏えい頻度推定のための施

設当たり機器数を参考とした38)。文献では，CNG供給施設は高圧ガス関連施設を，ガソリン供給施設は危険物

関連施設を代表すると仮定して，それぞれの施設の典型的な機器数を水素の漏えい頻度推定に用いた。当論文

でも同様の考え方を採用し，アンモニア施設がCNGステーションに類似していると仮定し，機器数を推定した。

結果，1施設あたりの機器𝑗𝑗の数（𝑁𝑁�,�）はFlanges=10，Pipes=48，Joints=40，Valves=8とした。 
以上から推定した漏えい頻度を表4に示す。漏えい頻度は10-5から10-4の範囲であり，これはLNG燃料船の漏

えい頻度より低い傾向にあった。 

表4 高圧ガス事故事例DBから推定したアンモニア施設におけるフランジの漏えい頻度（尤度） 

FLA 漏えい頻度（回/年） 
0.0001 1.05E-04 

0.001 7.02E-06 
0.01 7.02E-06 

0.1 Not available 
1 3.51E-06 

2.6.4 感度解析：高圧ガス事故事例DBから得られた漏えい頻度に関する仮定が結果に与える影響の

検討 

2.6.1から2.6.3までで述べた，漏えい規模が「不明」であった事故の按分方法，および𝑁𝑁�や𝑁𝑁�,�の推定方法に

は，主観的な判断や仮定が含まれる。このようなデータに適用した判断・仮定が，結果にどの程度影響するか

を理解するために有効な手法39)として，感度解析を実施した。当論文では，ここまでで採用した値を最も妥当

性の高いケースとし，他の仮定から得られたであろう結果と比較することで，その差異について考察した。な

お，Davies and Fort30)で報告された漏えい頻度を，FLAに変換する手続きが結果におよぼす影響についても感

度解析を実施したが，その影響はごくわずかであった。詳細は，当論文を参照されたい。 
2.6.2で述べた漏えい規模「不明」の事故の按分方法に関する感度解析として，Very small～Rupture, Minor

～Major, Minor～Ruptureに按分したケースの推定を行い，Very small～Majorに按分したケースと比較した。 
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2.6.3では日本のアンモニア利用施設数（𝑁𝑁�）を，211～1,050程度と推定したうえで，500を採用した。この

推定範囲を参考として，感度解析ではLower bound（下限値）を採用したケースとして100，Upper bound（上

限値）のケースとして1,000を採用した（表5）。また，施設あたりの機器数（𝑁𝑁�,�）に関する感度解析として，

CNG供給ステーション・ガソリン供給ステーションの数値などを参考に，代替ケースとして採用する𝑁𝑁�,�を設

定した（表6）。 
表5の3つのケースと表6の3つのケースを組み合わせて，表7の5つの感度解析のためのケースを設定した。 

表5 各ケースにおける日本国内の施設総数（𝑁𝑁�） 

パラメータ Lower bound Most likely  Upper bound 
𝑁𝑁�（施設）：アンモニア利用施設の総数 100 500 1,000 

表6 各ケースにおける施設あたり機器数（𝑁𝑁�,�） 

パラメータ 機器 (𝑗𝑗) Lower bound Most likely  Upper bound 
𝑁𝑁�,�（個／施設）：施設あたりの機器𝑗𝑗の数 Flanges 5 10 48 

表7 アンモニア施設におけるフランジの漏えい頻度推定に関する5つの感度解析のケース 

Case No. 1 2 3 4 5 
𝑁𝑁�のケース Most likely Lower bound  Upper bound Most likely Most likely 
𝑁𝑁�,�のケース Most likely Most likely Most likely Lower bound  Upper bound 

FLA      
0.0001 1.1E-04 5.3E-03 5.3E-05 2.1E-04 2.1E-05 

0.001 7.0E-06 3.5E-04 3.5E-06 1.4E-05 1.4E-06 
0.01 7.0E-06 3.5E-04 3.5E-06 1.4E-05 1.4E-06 

0.1 NA NA NA NA NA 
1 3.5E-06 1.8E-04 1.8E-06 7.0E-06 7.0E-07 

NA: not available 

3．結果 

3.1 アンモニア燃料船における漏えい規模別漏えい頻度の推定結果 

ベイズ更新における収束を診断する指標であるRhatが1.1未満であり収束したことや，そのplotを確認し，感

度解析を含むすべてのケースにおいて適切な解が得られた。 
アンモニア燃料船における漏えい頻度推定結果を図3に示す。各プロットや信頼区間の数値は当論文の

Supplementary materialに記載した。図3の黒点・黒線で示した更新1回目のLNG燃料船の漏えい頻度と比較す

ると，赤点・赤線で示した更新2回目のアンモニア燃料船の漏えい頻度は相対的に低くなった。つまり，LNG
燃料船向けの漏えい頻度をアンモニア燃料船のQRAに用いた場合には，定量的リスクが1～10倍高く推計され

る。この場合，より安全な（保守的な）評価結果が得られる一方で，より厳格なリスク管理や高額な対策が必

要となる可能性が示唆された。この漏えい頻度の差異が生じた理由については4章で考察する。 
漏えい頻度の信頼区間について，90％信頼区間（平均の5％から95％のパーセンタイルをカバーする範囲）

は，平均のおよそ1/10～10倍の範囲におさまった。この信頼区間は，常に推定結果に付随する不確実性であり，

リスク評価の実施者が考慮する必要がある。 
自動弁と手動弁の漏えい頻度推定結果を比較すると，更新1回目ではDavies and Fort30)で手動弁の漏えい頻

度（尤度）が自動弁よりもおよそ10倍高いことを反映して，手動弁が自動弁より約10倍高かった。しかし，更

新2回目では，両方とも高圧ガス事故事例DBから得られた同一の尤度を取り込んでおり，異なる事前分布にも

かかわらず，ほぼ同様の漏えい頻度推定結果が得られた。このような結果が得られた理由は，漏えい頻度の推

定結果（分布）が取り込む尤度の不足と(3)で定義される柔軟性のない直線モデルによって決定されるためであ

る。直近での対応は困難だが，事故データベースの充実やより柔軟なモデリング手法の適用（例えば，Kaneko 
and Yuzui40)）により，各機器における事故特性をより適切に反映した結果を得られる可能性がある。 
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図3 アンモニア燃料船における漏えい頻度推定結果 

3.2 感度解析結果 

本節では，ここまでと同様にFlangesを例に，更新2回目で取り込む尤度に関する感度解析結果について述べ

る（図4，図5）。その他の結果は，当論文のSupplementary materialを参照されたい。 
まず図4に示す，漏えい規模がUnknownとなった事故の按分方法に関する感度解析結果について述べる。最

も妥当として採用したVery small to Majorのケースでは，アンモニア燃料船における漏えい頻度推定結果は，

漏えい規模が増加するにつれ，漏えい頻度が減少した。この傾向は，Minor to Major，およびVery small to 
Ruptureでも同様であるが，漏えい頻度の傾きは緩やかとなった。一方でMinor to Ruptureでは正の傾きを示

し，漏えい規模が大きくなるほど頻度も多くなるという，直感に反する結果となった。また，90％信頼区間に

ついて，漏えい規模や機器によって結果に違いはあるものの，平均値に対して1/10～10倍範囲に収まった。結

果として，Very small to Majorが最も安全側のリスク評価に適した分布が得られたといえる。 
次に図5に示す，アンモニア施設数（𝑁𝑁�）および施設あたりの機器数（𝑁𝑁�,�）の感度解析結果について述べる。

二つのパラメータはともに(10)の分母に位置しており，(10)を介して漏えい規模に関わらずその尤度が上下する。

そのため，図5に示した5つの推定結果（赤色の直線）について，傾きはほぼ同様であり，切片のみが異なる結

果となった。推定した漏えい頻度分布の平均について，最も妥当なケース（左上）を基準とした場合，他の4つ
のケースの値は，およそ1/10～10倍の範囲にあった。特に𝑁𝑁�の仮定に依存して平均の差は広がっており，上述

したUnknownの按分方法が与える影響よりも大きかった。𝑁𝑁�のLower boundケースを除き，およそすべての機

器・漏えい規模において，Lower boundおよびUpper boundの平均漏えい頻度推定結果は，Most likelyケース

の信頼区間内にほぼ含まれていた。𝑁𝑁�のLower boundケースで信頼区間から外れた理由として，𝑁𝑁�＝100が過

少な設定であったことが挙げられる。100を設定した理由として，12,428×1.7％（=211）から，専門家判断と

して，また区切りの良い数字を設定したためである。 
仮定には常に一定のバイアスがあり，情報が限られていることも踏まえると，最も妥当として推計した漏え

い頻度の分布は，適切な範囲におさまったものと考えられる。 
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図4 漏えい規模「Unknown」の按分方法に関する感度解析の結果 

 
図5 アンモニア利用施設数および施設あたり機器数に関する感度解析の結果 

4．考察 

4.1 アンモニア燃料船と他の燃料船における漏えい頻度の比較 

アンモニア燃料船について，本研究では機器別の漏えい頻度を推定しており，Moon et al.26)の推定結果を比
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較した。なお，上述した研究以外に，アンモニアの事故特性を漏えい頻度に反映した研究は限られており，直

接の比較は困難であった。Moon et al.26)はシステムとしてアンモニア燃料船全体からの漏えい頻度を2.40×10-2

と推計しており，これは従来のLPGタンカー船の3.10×10-2よりも低く，77％に相当する。当研究では船舶全

体からの漏えい頻度は推定していないため，直接の比較はできないものの，アンモニア燃料船における漏えい

頻度と，尤度として取り込んだLNG燃料船の機器別の漏えい頻度を比較すると，同様の傾向にあった。アンモ

ニア燃料船でLNG燃料船よりも漏えい頻度が低い理由として，炭化水素燃料と異なり，アンモニアは可燃性と

毒性の両方を有するため，比較的厳格な管理が実施されているためと考えた。一方で，我々の推計したアンモ

ニア燃料船とLNG燃料船の漏えい頻度の差異は，Moon et al.26)の77％よりも大きかった。この理由については，

Moon et al.26)では両方の燃料船ともに海上事故のデータソースから結果を導出した一方，我々は陸上システム

由来の尤度と海上システム由来の頻度を比較したため，より差が大きくなったからと考えた。 
4.2 漏えい頻度推定の不確実性に影響する要素の定性的な整理 

当論文で推定した漏えい頻度が真値に対して過少か過大かを十分に考察できるだけの先行研究は，4.1で述べ

たように不足しているが，ここでは可能な範囲で整理する。 
まず，既に述べたように，更新2回目で取り込んだ尤度は，高圧ガス事故事例DBから抽出した日本における

陸上のアンモニア施設での運用・管理状況が反映されている。DBには1965年以降の事故が含まれるため，

2025年現在までの材料科学，建設技術，運用管理の進歩を踏まえると，当論文で推定した漏えい頻度を用いた

場合には，安全側のQRAとなる可能性がある。一方で，海上系システムは陸上系システムに比べると，外部負

荷が一般的に大きく，この要素は漏えい頻度に反映されていないため，危険側のQRAとなる可能性もある。 
このように高圧ガス事故事例DBのみから尤度を取り込んだために，いくつかの考慮不可能な要素があり，こ

の点は課題である。ただし，1章で述べたように，既存のデータベースではアンモニアに関する事故は系統的に

まとめられておらず，取り込むに際して何らかの工夫が求められる。関連してLaChance et al.27)では，複数の

データベースから得られた尤度をデータ点群として取り込んでいるものの，データ点群がバラつく場合に，

90％信頼区間が拡大する事例も示されており，この点も注意が必要である。 
報告バイアスにも注意が必要である。Mulcahy et al.39)は，ごく小さな漏えい規模の漏えい頻度は検出困難で，

かつ報告されにくいことから，推計と実態に乖離が生じうることを指摘している。さらに，彼らは，漏えい頻

度の予測結果は慎重に解釈すべきであり，小さな漏えいへの外挿はバイアスを含む可能性があること，かつそ

のバイアスの方向は明確でない旨を指摘しており，データを単純に追加するだけでは，不確実性が減少しない

ことを示唆している。 
4.3 機器定義に関する整理 

当論文で推定した漏えい頻度を参照する際は，名目上の意味と部品の実際の状況を考慮することも重要であ

る。表2と関連して言及したように，機器の指す範囲は出典によって異なる可能性がある。 
Joint, Flange, Instrumental connectionについて，類似語ではあるものの異なる機器を指す場合が想定され

る。実際，我々が日本の高圧ガス事故事例DBを参照した際に，これらを記載情報だけから区別することはでき

なかった。Davies and Fort30)でも“ Instrument connections include flanges within the given release 
frequency”と述べており，同様の困難にあったと想像される。 

またPipeについては，一重管か二重管かによって判断が異なる。日本の高圧ガス保安法では，アンモニアな

どの有害物質を扱うPipeは二重管が義務付けられているが，漏えいガス拡散防止措置が講じられている場合，

一重管も許可されている。ほとんどの施設で防止措置が採用されており，一重管が一般的だとされている。こ

の背景を踏まえ，高圧ガス事故事例DBに記載のパイプはすべて一重管と仮定した。Davies and Fort30)でも管

の層数に言及したうえで，一般的に一重管が用いられることを示唆しており，方法論としても整合的な仮定と

考えた。 
4.4 推定頻度の適用可能性 

当論文で推定したアンモニアの事故特性を反映した漏えい頻度により，これまでに炭化水素燃料から導出さ

れた漏えい頻度（20) 22)など）を用いたQRA24) 25)を更新することが可能であり，よりアンモニアの特性を反映し

たアンモニア燃料船のQRAを支援できる。当研究で推定したアンモニア燃料船に関する漏えい頻度は，アンモ

ニアの漏えい事故に関する特徴を反映させた最初の研究であり，今後数十年間にわたるQRAの精度と信頼性を

向上させる可能性がある。 
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5．結論 

ベイズ更新モデルを構築し，既存データが限られるアンモニア燃料船における機器別（フランジ，ジョイン

ト，パイプ，バルブ）の漏えい頻度を推定する方法を提案した。特に更新2回目の尤度を，日本国内の陸上アン

モニア施設における事故事例から推定し，ベイズ更新モデルに取り込むことで，アンモニアの事故特性を反映

させた。推定した漏えい頻度の不確実性について，感度解析，先行研究におけるアンモニア燃料船・LNG燃料

船のLFと比較，および尤度として取り込んだ高圧ガス事故事例DBの特徴の整理などを通じて考察した。得ら

れた推定結果は，アンモニアの厳格な管理を反映して，既存のLNG燃料船の漏えい頻度よりも低いと考えられ

た。推定した漏えい規模別・機器別の漏えい頻度を用いることで，定量的なリスク管理枠組み，規制遵守の支

援，アンモニア燃料船の運用安全基準の向上に適合している。 
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